
令和８年度国民健康保険事業について 
 
１ 令和８年度国民健康保険事業特別会計について 

保険給付費や国民健康保険事業費納付金等の推計支出額などをもとに算定した歳出予

算総額に対し、県から交付される県支出金の保険給付費等交付金、一般会計からの法定

内繰入金、前年度繰越金等の収入見込額を除いた額が保険料の賦課総額となります。 
 
【表１】当初予算概要 

歳  入 （構成比率） 歳  出 （構成比率） 

県 支 出 金 1,927,765 千円 (69.12％) 総 務 費 57,154 千円 ( 2.05％) 

繰 入 金 251,643 千円 ( 9.02％) 保険給付 費 1,891,094 千円 (67.80％) 

繰 越 金 9,828 千円 ( 0.35％) 
国民健康保険
事業費納付金 783,954 千円 (28.11％) 

そ の 他 9,895 千円 ( 0.36％) 保険事業 費 42,604 千円 ( 1.53％) 

保 険 料 

(現年＋滞納分) 
589,869 千円 (21.15％) そ の 他 14,194 千円 ( 0.51％) 

歳 入 合 計 2,789,000 千円  歳 出 合 計 2,789,000 千円  

 
２ 保険料率の算定結果について 

被保険者数は年々減少しており、保険料収入は減少傾向が続くことが見込まれる一方、

歳出における保険給付費は、被保険者の高齢者割合の高さや、医療技術の高度化、高額

な医薬品の使用などの影響を受け、今後も高額な状態で推移するものと見込まれます。 

  保険料率については、上記の状況に加え、運営準備基金残高も踏まえて算出した結果、

医療分、後期支援金分及び介護分の保険料は【表２】のとおりの引上げとなりました。 

また、令和８年度からは新たに子ども・子育て分の保険料が賦課されます。 
 
【表２】保険料率 

 算 定 区 分 令和８年度 令和７年度 令和６年度 対前年度比 

 

医
療
分 

＋ 

後
期
支
援
金
分 

均 等 割 39,300 円 35,800 円 32,600 円 109.78％ 

世帯別平等割 28,300 円 24,900 円 23,400 円 113.65％ 

所 得 割 10.20％ 9.30％ 8.47％ 109.68％ 

一人当たり 108,318 円 95,725 円 85,867 円 113.16％ 

一世帯当たり 149,090 円 132,915 円 121,481 円 112.17％ 

  
 

介 

護 

分 

均 等 割 10,750 円 8,600 円 8,000 円 125.00％ 

世帯別平等割 6,300 円 4,700 円 4,400 円 134.04％ 

所 得 割 2.10％ 1.70％ 1.66％ 123.53％ 

一人当たり 27,456 円 22,261 円 20,705 円 123.34％ 

一世帯当たり 31,587 円 25,714 円 23,976 円 122.84％ 

 

合
計 

一人当たり 135,774 円 117,986 円 106,572 円 115.08％ 

一世帯当たり 180,677 円 158,926 円 145,457 円 113.69％ 
 
〇子ども・子育て分（令和８年度から） 

均等割(18 歳以上) 世帯別平等割 所 得 割 一人当たり 一世帯当たり 

1,532 円 1,110 円 0.36％ 4,139 円 5,354 円 

 

 

 

３ 当初予算額に対する保険料の収入見込額について 

  【表２】の保険料率により算出した保険料調定額に対して、徴収率を 94.00％として計

算した場合の収入見込額は 588,468 千円となり、当初予算額と比較して 16,537 千円の増

額となりますが、被保険者数の減少や令和８年度予算における運営準備基金の繰入額（取

崩し額）を 55,361 千円計上していることなどを踏まえ、国民健康保険事業の安定的な運

営を図るため、引き続き徴収率の向上に努めます。 
 
【表３】令和８年度保険料収入見込額（現年度分） 

区  分 当初予算額 保険料調定額 収入見込額 

医療分＋支援金分 510,461 千円  556,104 千円  522,737 千円  

介護分 44,134 千円  49,969 千円  46,970 千円  

子ども・子育て分 17,336 千円  19,959 千円  18,761 千円  

合  計 571,931 千円  626,032 千円  588,468 千円  

 
４ 運営準備基金の残高について 

  令和８年度末における運営準備基金の見込残高は 384,885 千円です。 

※令和７年度末運営準備基金残高：438,580 千円 
 
【参考１】令和８年度被保険者数及び加入世帯数（保険料率算定基礎数値） 

区  分 令和８年度 令和７年度 増  減 

被保険者数 5,134 人（1,820 人） 5,361 人（1,921 人） △227 人（△101 人） 

世 帯 数 3,730 世帯   3,861 世帯   △131 世帯   

※（ ）は、介護保険第２号被保険者の内数 

 

【参考２】保険給付費と一人当たり平均保険料の推移（医療＋後期支援金分） 

年 度 保険給付費 対前年度比 年間保険料 対前年度比 

令和３年度 2,087,718,191円 103.87％ 83,381円 95.44％ 

令和４年度 1,969,538,647円 94.34％ 81,841円 98.15％ 

令和５年度 2,068,853,226円 105.04％ 81,251円 99.28％ 

令和６年度 1,918,152,572円 92.72％ 85,867円 105.68％ 

令和７年度 1,923,885,752円 100.30％ 95,725円 111.48％ 
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